
款 項 目

5 1 1

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

令和３年度　予算説明書

予算 部局名 経済環境部

課　名 産業課
予算書(P)目名

農業委員会費 168

施策事業名 農業委員会

事業目的
担い手への農地の利用集積・集約化、遊休農地の発生防止・解消、新規参入の促進を中心に、農地法
に基づく農地の売買・貸借の許可、農地転用案件への意見具申など、農業委員会の組織及び適正運営
を通じ、農業の健全な発展に寄与する。

事業内容

●事業の全体計画
　・法定（農業委員会等に関する法律）の行政委員会である農業委員会を設置し､総会（定例会議）
　　を開催し､農地法第３条の農地売買等の許可、農地法第４条及び５条に基づく県知事の農地転
　　用許可に対する意見書の議決等を通じて、農地の利用調整を図る。
  ・市内各地区に配置する農地利用最適化推進委員の活動を通じ、農地の利用集積・集約化、遊休
　　農地の発生防止・解消に係る業務を推進する。

●主な事業内容
　◯農業委員会運営業務
　　・農業委員会総会を毎月開催し、農地法その他関連法令に基づき農地の利用関係の調整に関する
　　　事項を処理する。
　◯農地利用最適化業務
　　・農地の利用集積・集約化の促進業務、遊休農地の発生防止・解消に係る業務、新規参入の促進
　　　業務を実施する。
  〇国有農地管理業務
　　・国有農地の除草業務を実施する。

●主な予算の内訳
　◯農業委員会
　　・農業委員会会長報酬、委員報酬　　2,220千円
　　・農地利用最適化推進委員報酬　　　1,728千円
　　・国有農地等除草委託料　　　　　　　242千円

事業の目標

　◯農業委員会
　　・農地法その他関連法令に基づく農地の利用関係の調整に関する事項を処理するため、農業委員
　　　会総会を毎月開催し、所掌事務を遂行する。
　　・関係機関と連携し、農業の担い手へ農地集積・集約を推進する。
　　・遊休農地等で耕作者調整などの取り組みを実施し、遊休農地の発生防止・解消を推進する。
    ・国有農地を適切に管理するため、除草業務を実施する。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

94%

 - - - - - - - 

農業委員会 4,779 248 0 49 4,482

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

合計 4,779 248 0 49 4,482 94%

 - - - - - - 



款 項 目

5 1 2

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 111 0 0 1 110 99%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

99%

 - - - - - - - 

農業総務事務 111 0 0 1 110

事業内容

●事業の全体計画
　・各種関係会議、研修等への参加により、担当職員の知識及び能力向上を図り、適切な業務遂行を
　　通じて、市内農業の振興を図る。

●主な事業内容
　・農業行政に関する一般事務を行う上で必要な会議、研修等へ参加する。
　・県、近隣市町、農業協同組合で組織する尾張北部地域農業改良推進協議会に参加し、農業講演会
　　の開催や農業関連パンフレット等の作成を実施する。

●主な予算の内訳
　・尾張北部地域農業改良推進協議会負担金　70千円

事業の目標

　◯農業行政に係る業務
　　・農業振興施策を立案し遂行していくため、担当職員が各種関係会議、研修等へ参加することに
　　　より、業務能力向上を図る。
　　・尾張北部地域農業改良推進協議会に参加し、農業講演会の開催及びパンフレットの作成をする
　　　ことで、農業者の知識・技術の向上を図る。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

農業総務費 170

施策事業名 農業総務

事業目的
農業行政に関する一般事務を適切に実施することを目的とし、会議、研修、協議会に参加することに
より、職員の農業政策の立案能力を高め、市内の農業振興を図る。

令和３年度　予算説明書

予算 部局名 経済環境部

課　名 産業課
予算書(P)目名



款 項 目

5 1 3

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 16,777 5,550 0 2,154 9,073 54%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

73%

農業経営体育成支援 4,317 2,250 0 2,067 0 0%

農業振興 12,460 3,300 0 87 9,073

事業内容

●事業の全体計画
　・国・県の農業支援施策の活用及び本市独自の農業支援施策の実施により、市内の農業振興を推進
　　する。

●主な事業内容
　○農業振興
　　・農機具貸出業務委託により中型・小型耕運機の貸出を行う。
　　・荒廃農地等利活用促進事業補助金により耕作放棄地の解消活動促進を図る。
　　・農作物栽培の知識・技術を習得できる農業講座を開催する。
　　・多子多胎世帯への支援策として、犬山産米（10kg）を対象世帯に配布する。
　○農業経営体育成支援
　　・農産物付加価値向上補助金により、農産物加工や販売促進を図り、高付加価値化を目指す。
　　・担い手の掘り起こしと農業にチャレンジしやすい環境を整えるため、新規就農者を対象に
　　　農業機械購入経費等への補助制度を創設する。

●主な予算の内訳
　○農業振興
　　・荒廃農地等利活用促進事業補助金　1,000千円
　　・農機具貸出業務委託料　167千円
　　・多子多胎世帯犬山産米配布業務委託料　6,159千円
　○農業経営体育成支援
　　・農産物付加価値向上補助金　1,500千円
　　・新規就農支援補助金　1,200千円

事業の目標

●農業経営の安定、農業経営体育成支援事業等により市内の農業振興を図る。
　・荒廃農地等利活用促進事業補助金により耕作放棄された農地の解消促進を図る。
　・子ども大学農業学部、プランター講座、農業講座の実施により農業の裾野を広げる。
　・農産物付加価値向上補助金により、農産物の高付加価値化を図る。
　・新規就農支援補助金により、新規就農者の確保を図る。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

農業振興費 170

施策事業名 農業振興

事業目的
農業経営の安定、農地の保全、担い手の育成・確保等の農業振興に関する施策の総合的かつ計画的な
推進により、農業の健全な発展を図る。

令和３年度　予算説明書

予算 部局名 経済環境部

課　名 産業課
予算書(P)目名



款 項 目

5 1 3

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

令和３年度　予算説明書

予算 部局名 経済環境部

課　名 産業課
予算書(P)目名

農業振興費 172

施策事業名 農作物等被害対策

事業目的
有害鳥獣対策に関する施策の総合的かつ計画的な推進により、農作物被害を軽減し、農作物生産者の
意欲の低下による耕作放棄を防ぎ、農業の健全な発展を図る。

事業内容

●事業の全体計画
　・農作物被害対策として、有害鳥獣の捕獲と柵設置等の防除を推進し、農業生産力の維持を図る。

●主な事業内容
　・狩猟免許取得費等補助金
　　　有害鳥獣捕獲に必要となる狩猟免許（わな猟）取得費用の一部を補助する。
　・有害鳥獣駆除事業委託料
　　　有害鳥獣の駆除及びわな等の管理を委託する。
　　（R1実績：ｲﾉｼｼ126頭、ｱﾗｲｸﾞﾏ26頭、ﾇｰﾄﾘｱ9頭、ﾊｸﾋﾞｼﾝ17頭、ﾀﾇｷ52頭、ｶﾗｽ43羽、ﾋﾖﾄﾞﾘ35羽）
　・鳥獣害防止総合対策協議会負担金
　　　鳥獣による農作物被害対策のために設置されており、農業委員会、猟友会、ＪＡ、
    地元農業者、県、市、農業共済等で構成。電気柵等設置補助（R1実績：33件）、
    国交付金を活用したわな購入等を実施する。

●主な予算の内訳
　◯農作物等被害対策
　　・狩猟免許取得費等補助金　　　　　　　　　 40千円
　　・有害鳥獣駆除事業委託料　　　　　　　　2,935千円
　　・犬山市鳥獣害防止総合対策協議会負担金　  835千円

事業の目標

　◯農作物被害の軽減を図るため、有害鳥獣対策を実施する。
　　・農業者の狩猟免許取得推進により、有害鳥獣捕獲従事者を確保する事で被害の抑制を図る。
　　・有害鳥獣駆除事業を委託することにより、農作物被害を軽減する。
　　・犬山市鳥獣害防止総合対策協議会において、電気柵等設置補助、国交付金を活用したわな購入
　　　等を適切に実施する。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

100%

 - - - - - - - 

農作物等被害対策 3,819 0 0 0 3,819

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

合計 3,819 0 0 0 3,819 100%

 - - - - - - 



款 項 目

5 1 4

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

令和３年度　予算説明書

予算 部局名 経済環境部

課　名 産業課
予算書(P)目名

土地改良費 172

施策事業名 土地改良

事業目的
農業生産性向上を図る土地改良事業を実施するため設置された団体である土地改良区に関係する業務
を適正に行う。

事業内容

●事業の全体計画
　・土地改良区に関係する業務を適正実施するとともに、土地改良施設（犬山用水揚水機場）の適正
　　管理を行う。

●主な事業内容
　・土地改良区関係協議会及び関連負担金に関する業務を実施する。
　・犬山用水揚水機場のポンプのメンテナンスを適切に実施し、必要な工事を施工する。

●主な予算の内訳
　◯土地改良（用水）事務
　　・愛知用水二期事業地元負担金　　5,284千円
　　・濃尾用水協議会負担金　　　　　　300千円
　◯土地改良（用水）施設管理
　　・施設管理業務委託料　　　　　　  175千円
　　・土地改良施設維持工事請負費　　　300千円
  ◯土地改良（用水）施設改修
　　・修繕料　　　　　　　　　　　　　116千円

事業の目標
　・土地改良区に関係する業務を適正実施する。
　・土地改良施設（犬山用水揚水機場）の適正管理を行う。
  ・取水口の浚渫工事を実施することにより、木曽川からの取水機能の維持を図る。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

100%

土地改良（用水）施設管理 557 0 0 0 557 100%

土地改良（用水）事務 5,657 0 0 0 5,657

100%

 - - - - - - - 

土地改良（用水）施設改修 116 0 0 0 116

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

合計 6,330 0 0 0 6,330 100%

 - - - - - - 



款 項 目

5 2 1

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 781 0 0 150 631 81%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

81%

 - - - - - - - 

林業振興 781 0 0 150 631

事業内容

●事業の全体計画
　・林業振興・森林整備に係る業務を適正に実施する。

●主な事業内容
　・林業振興・森林整備に係る業務を実施する。
　・林地台帳に関する業務を行う。
　・森林整備計画に関する事務を行う。
　・愛知県森林協会との連携し、国・県への要望活動を行う。
　・産業振興祭において「木工教室」を開催する。

●主な予算の内訳
　　・木工教室開催委託料　　　　　300千円
　　・愛知県森林協会負担金　　　　451千円

事業の目標
　◯林業振興
　　・木工教室を通じて愛知県産材の普及啓発を図る。
　　・林地台帳により森林の土地所有者、所在等に関する情報を一元管理する。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

林業振興費 174

施策事業名 林業振興

事業目的
森林の有する水源涵養機能、山地災害防止機能等の多面的効果を発揮できるよう国・県等関係機関と
連携し、適切な森林整備を図る。

令和３年度　予算説明書

予算 部局名 経済環境部

課　名 産業課
予算書(P)目名



款 項 目

6 1 2

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

令和３年度　予算説明書

予算 部局名 経済環境部

課　名 産業課
予算書(P)目名

商工費 176

施策事業名 商工業振興

事業目的 活力や賑わいの創出のため、市内中小事業者や商業団体等を支援・育成し、商工業の振興を図る。

事業内容

●事業の全体計画
　　・市内中小事業者に対する支援を実施し、中小事業者の振興及び地域経済の活性化を図る。
●主な事業内容
　〇商工業振興事務
　　・商工会議所の行う事業者支援を支援する。
　　・資金融資を受ける際の負担を軽減する。
　　・金融機関へ県と連携して資金預託を行い、事業者への融資を支援する。
　○商業団体等補助
　　・発展会等の街路灯の維持管理の負担を軽減する。
　　・協同組合等が実施する販売促進事業を支援する。
　○特産品販売促進
　　・特産品協会への支援を行い、事業者の販路拡大を支援する。
●主な予算の内訳
　○商工業振興
　　・小規模事業経営支援事業補助金　　　　　　　　7,800千円
　　・小規模企業等振興資金融資信用保証料補助金　　4,000千円
　　・セーフティネット資金融資信用保証料補助金　　3,000千円
　　・セーフティネット資金融資利子補給補助金　　　5,000千円
　　・小規模企業等振興資金貸付預託金　　　　　　100,000千円
　○商業団体等補助
　　・商業団体等事業費補助金　　　　　　　　　　　　700千円
　○特産品販売促進
　　・友好都市交流物産展会場設備借上料　　　　　　　502千円
　　・特産品協会事業費補助金　　　　　　　　　　　　150千円

事業の目標 ・中小企業の振興及び地域経済の活性化を図る。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

21%

商業団体等補助 900 0 0 0 900 100%

商工業振興事務 134,939 0 0 106,501 28,438

100%

 - - - - - - - 

特産品販売促進 1,114 0 0 0 1,114

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

合計 136,953 0 0 106,501 30,452 22%

 - - - - - - 



款 項 目

6 1 2

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

令和３年度　予算説明書

予算 部局名 経済環境部

課　名 産業課
予算書(P)目名

商工費 178

施策事業名 企業立地促進

事業目的
地域経済基板の安定、雇用機会の創出、市民サービスを安定的に提供するために必要な自主財源の確
保のため企業支援、誘致を図る。

事業内容

●事業の全体計画
　　・新たな工業用地の確保や企業誘致を推進し、工業の振興を図る。

●主な事業内容
　○企業立地促進
　　・令和2年度よりシーエルシー株式会社へ交付開始。令和4年度まで交付。
　　　工場内にライン増設の余地があるため、令和2年度12,000千円に対し、15,000千円を見込む。
　　・令和3年度より株式会社フェイスワンへ交付開始予定。令和5年度まで交付予定。
　　　シーエルシー株式会社より規模が小さいため、6,000千円を見込む。

●主な予算の内訳
　○企業立地促進
　　・立地奨励金　21,000千円
　　　　塔野地下前田地区　シーエルシー株式会社　15,000千円
　　　　塔野地下前田地区　株式会社フェイスワン　 6,000千円

事業の目標 ・新たな産業用地へ企業を誘致し、工業の振興を図る。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

28%

 - - - - - - - 

企業立地促進 21,143 0 0 15,325 5,818

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

合計 21,143 0 0 15,325 5,818 28%

 - - - - - - 



款 項 目

6 1 3

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 6,712 750 0 5,000 962 14%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

14%

 - - - - - - - 

労働者支援事務 6,712 750 0 5,000 962

事業内容

●事業の全体計画
　　・安定した雇用環境の形成、勤労者福祉の向上のため、労働環境の整備を図る。

●主な事業内容
　○労働者支援事務
　　・求職者の支援のため、３市２町合同の就職フェアを開催する。
　　・労働者の福祉向上のため、各団体への支援を行う。
　　・新型コロナウイルス感染症の影響を鑑み、犬山市独自の就職フェアを開催する。

●主な予算の内訳
　○労働者支援事務
　　・就職フェア開催関連事業費　　　　　　　300千円（広告料、会場借上料等）
　　・勤労者生活資金・住宅資金貸付預託金　5,000千円
　　・就労移住支援金　　　　　　　　　　　1,000千円

事業の目標 ・就職フェアの開催により、市内事業者の人出不足が少しでも解消する。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

労働諸費 178

施策事業名 労働者支援

事業目的 安定した雇用環境の形成及び労働者福祉向上のための労働環境の整備を図る。

令和３年度　予算説明書

予算 部局名 経済環境部

課　名 産業課
予算書(P)目名



款 項 目

6 1 4

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 881 251 0 0 630 72%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

72%

 - - - - - - - 

消費者行政事務 881 251 0 0 630

事業内容

●事業の全体計画
　　・商品やサービスの購入に関する疑問、トラブルに関する啓発や相談体制の確保により、消費者
　　　の安心・安全を図る。

●主な事業内容
　◯消費者行政事務
　　・消費者被害を防止するため、消費生活講座等による啓発事業を実施する。
　　・消費生活に関する疑問、トラブル解決のため消費生活相談、法律相談を実施する。
　　・消費生活相談員の資質向上のため、研修に参加する。

●主な予算の内訳
　○消費者行政事務
　　・消費生活法律相談委託料　　503千円
　　・消費生活啓発資料購入費　　200千円（消耗品費）
　　・研修等旅費　　　　　　　　132千円

事業の目標 ・消費生活相談を実施することで、市民が抱える疑問やトラブルの解決を図る。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

消費者行政費 178

施策事業名 消費者行政

事業目的
消費生活に関する相談への対応、特殊詐欺等消費者トラブル被害防止に向けた各種講座、啓発事業等
の消費者教育を推進し、消費者である市民の安心・安全を図る。

令和３年度　予算説明書

予算 部局名 経済環境部

課　名 産業課
予算書(P)目名


